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まえがき 
 
 

今世紀、地球規模の都市化により、半分以上の人々が都市に居住する時代となる。日本で

も 3 人に 2 人が都市に住み、働くという本格的な都市の時代となった。戦後 60 年の経済発

展をへた日本は、豊かな経済社会を実現し、2 人に 1 人の若者が大学へ進学する超高学歴社

会に入っている。 

 
都市化の流れは、自立を基本とした自由で多様な活動を都市空間に展開することにより、

世界的水準の質の高い都市機能を創造することを、一人ひとりに問いかけている。人生 80
年時代とは、一人ひとりが、人生各段階において高学歴に相応しい仕事をきちんとできるか

どうかの判断力と実行力が問われる時代でもある。知識経済社会へと経済発展するためにも、

働くことを通して形成する人生履歴の前向きな蓄積が大きな役割を果たすことになる。 

 
都市は、人々が集い活動することにより、生産活動や文化活動を展開するための都市機能

を形成するが、同時に都市化に伴う様々な都市問題を顕在化させる。雇用はそのひとつであ

る。いまや雇用を重要な政策課題としてとらえた都市政策が必要となっており、労働政策の

分野において、都市政策と密接に関連する政策課題への要請が強まる時代になっている。従

来型の都市政策・地域政策だけでなく、雇用や人間の潜在力を重視した政策が、地域の活性

化や持続的な発展を図るうえで必要である。同時に、労働政策においても、空間的な視点か

らの都市と地方の雇用格差、あるいは地域産業の変動による新たな労働問題の展開への政策

含意が求められる。 

 
こうした問題意識から、都市雇用にかかる政策課題の相互連関を明らかにすることを目的

として研究を行うこととした。本報告書は、都市化を最も感度高く把握できる東京を主な研

究対象として、都市と雇用の諸課題を様々な角度から分析することにより、また、全国に連

関する都市雇用政策の戦略的な課題を探ることにより得られた研究成果をとりまとめたもの

である。本報告書が、都市雇用問題に関心をお持ちの方に、いささかなりと参考になれば幸

いである。 
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